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ハード・ソフトにおいて先導性の  

高い取組  
生活支援サービス付高齢者専用賃貸住宅部門   

生活支援サービス付きの高齢者専用賃貸住宅の整備  

（例）  

・先導性の高い高齢者等の住まい  

の新築一改築  

・高齢者等の住まいに関する情報  

提供・相談業務  

・協働型居住の試み  

・高齢者への安心・見守リサービス  

の提供  

・障害者世帯・子育て世帯の居住の  

安定確保に資する取り組み  

ケア連携型バリアフリー改修体制整備部門   

ケアの専門家と設計者・施工者の連携体制により行われ   

るバリアフリー改修及び体制整備  

公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化部門   
公的賃貸住宅団地の福祉拠点化に資する高齢者生活支   

援・障害者支援・子育て支援施設の整備  

※選定された事業の助成期間は3年間  平成22年度予算案：160億円   





支援サービス付高  

く要件＞  

、、  

○原則25ポ以上  
※共同利用の居間、食堂、台所等が十分な面積を有する  

場合は18ポ以上   

○原則、台所、水洗便所、収納設備、浴室の設置   

○原則3点以上のバリアフリー化   

（手すりの設置、段差の解消、廊下幅の確保）  
※改修の場合であって物理的・経済的に困難な場合は  

この限りではない。  

○高齢者生活支援施設を合築・併設  

る場合は、  

サ淵ピ′呆釣整終  

○緊急通報及び安否確認サービス  

○次のいずれかの者が日中常駐していること  

一社会福祉法人、医療法人又は居宅介護  
サービス事業者の職員  

tヘルパー2級以上の資格を有する者  
く補助率＞  

住宅：  

新築1／10（上限100万円／戸）  

改修1／3（上限100万円／戸）  

高齢者生活支援施設：  

新築1／10（上限1，000万円／施設）  

改修1／3（上限1，000万円／施設）   

○上記の者が常   

設止ること  

駐するために必要なスペースを  

骨滑弛め要浄  

○原則高齢者専用賃貸住宅として10年以上登録すること  

○高齢者居住安定確保計画等地方公共団体との整合等を  
地方公共団体が確認したもの  



補助金交付申請  

ポ  

［1］リハビリテーション機能を有する医療機関、介護保険施設等と地域の設計者・工務店等により構成されるもの  
［2］地方公共団体の関与のもとに設置された協議会等でケアの専門家や設計者、エ務店等で構成されるもの  
［3］その他、ケアに係わる福祉等の関係者及び地域の設計者又は工務店等の建築関係者により構成されるもの  

次に掲げる者が居住する住宅  

［1］要介護認定又は障害等級認定を受けている者  

［2］［1］に準ずる者であって、身体に機能障害や機能低下があり、継続して移動等に困難を伴うと医師が認める者   

j  



培補助率＞   

○高齢者・障害者・子育て生活支援施設、グルー  

プホーム、有料老人ホーム  

新築1／10（上限1，000万円／施設）  

改修1／3（上限1，000万円／施設）  
※ただし、高齢者居住安定確保計画に位置づけられる高齢  

者・障害者■子育て生活支援施設については、補助率を  

45％／補助限度額を、原則として、団地の戸数に60万円  
を乗じて得た観又は1億円のいずれか少ない額とする   

○高齢者専用賃貸住宅  

新築1／10（上限100万円／戸）  

改修1／3（上限100万円／戸）   

く事件二＞  

○公的賃貸住宅団地内に高齢者生活支援施設等又は   

グループホームを整備するものであること  

○地域住民（当該公的賃貸住宅団地居住者を含む）に   

対して生活相談、介護予防等の取組又はグループ   
ホームなど地域密着型のサービス提供を行うもので   

あること  

○当該公的賃貸住宅団地の管理者が推薦した者で   

あること（住宅管理者自らが公募する場合を除く）  

※当該公的賃貸住宅団地の管理者は入居者募集上の   

配慮、バリアフリー化等に努めること   

＜オフション＞  

○高齢者専用賃貸住宅、有料老人ホームを合築・   
併設する場合は新築・改修真にも補助  



提案書   評価扉凰食事病原   都道府県   滞野楷   

一般部門  ③提案   ④推薦の  確認   

②癌薦  

①推薦依頼   

特定部門  

（1）生活支援  ①提案  

サービス付高  

齢者専用賃  

貸住宅部門  

（2）ケア連携  

型バリアフ  

（1）の場合   

リー改修体制  
④高円賃登録   

整備部門   
く補助金の完了実績報告まで）   

ノ  

（3）公的賃貸  ③提案  （喜新画  位置付けあ 、必要に応じ  確認  

住宅団地地   
▲■L   

域福祉拠点  
②推薦又は承諾  

化部門  
巧）推薦又は承諾依頼   

地域優良賞賃住  ③提案   

宅  

ヽL  

②供給計画の認定  

①供給計画の認定申請  
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熊本県営健軍団地（熊本県熊本市）  

公営住宅団地の建替えにあたり、地域の小規模多機能拠点となる適量☆  

イ子育て、高齢者、障害者等の共生と交流の場）を併設した。  

SRC造9階（一部7階）建てり棟  

公営住宅50戸  

※引戸、腰掛ベンチの設置など、ユニバーサルデザインに配慮  
1階に福祉施設を併設  

※子育て支援のプレイルーム、高齢者・障害者が通えるデイルーム、   
地域の人々との交流スペースなど 

54～72．9ポ  

26000～92000円／月  

H15～16年度（本体）、H17年度（外構）  

構造規模  

施設特徴  

住戸面積  

家   

建設年度  子育て支援のプレイルーム  

☆地域生活相談窓口   

て′㌢夜間一時預かり（ナイトケア）  
障害をもつ当事者によ  

る喫茶・軽食・製品の販  

売等  

高齢者・障害者が通える  

☆デイルーム  
☆地域住民が立ち寄りや   

すいウッドデッキや交流   

スペース  鮪観写真  
て古住宅の共用部分等  ‥   、、  

霊加齢対応構造等  ☆：高齢者等居住安定化推進事業の補助対象となりうる部分   



スケジュール（予定）  

平成22年2月   実施方針やスケジュールに関する関係事業者への周知   

平成22年3月   
平成22年度第1回高齢者等居住安定化推進事業の公募の開始（3月5日）  

事業説明会の開催（3月8日～全国7都市）   

平成22年4月   高齢者等居住安定化推進事業の提出期間（4月5日（月）～4月23日（金））   

平成22年6月頃   平成22年度第1回高齢者等居住安定化推進事業の事業選定   

※8月目途に第2回公募を開始予定  

留意事項等  

※本事業の実施は、平成22年度予算成立が前提  

※質問事項については、とりまとめの上提出していただければ、まとめて回答  

※提案の提出先等は国土交通省ホームページにおいて周知  

説明会開催の詳細な日程及び参加中込幸等  
高齢者等居住安定化推進事業専用サイト＝ http：／／www．koujuuzai－mOdel．jp／   




